
３）耐震化計画策定ツール 
  の提供等 

【課題２（耐震化の遅れ）への対応】 
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 耐震化の推進に関する取り組み 

【経緯】 
 1995年1月 阪神・淡路大震災 
 
 1997年1月 水道の耐震化計画等策定指針（案） 
 
 2004年6月 「水道ビジョン」 災害対策等の充実⇒基幹管路の耐震化の推進 
 
 2007年3月 管路の耐震化に関する検討会⇒耐震性を有する管路の技術的基準の適用 
 
 2008年3月 水道の耐震化計画等策定指針、「水道施設の技術的基準を定める省令」改正 
 
 2008年4月 「水道施設の耐震化の計画的実施について」（水道課長通知） 
        ・既存施設の可及的速やかな基準への適合 
        ・既存施設の耐震診断の実施、耐震性能の把握及び耐震化計画の早期策定 
        ・石綿セメント管、鋳鉄管、塩化ビニル管（TS継手）の適切な布設替の実施 
        ・重要給水施設等の配水ルートの耐震化 
        ・水道利用者に対する情報の提供  
 
 2011年3月 東日本大震災⇒管路被害の調査（東日本大震災水道施設状況調査最終報告書） 
 
 2014年6月 管路の耐震化に関する検討会報告書⇒東日本大震災における管路被害分析 
 
 2015年6月 水道の耐震化計画等策定指針改定    80 



 厚生労働省は、平成9年1月に「水道の耐震化計画等策定指針(案)」
を作成し、平成20年3月の改定により「水道の耐震化計画等策定指
針」として公表している。 

 しかしながら耐震化計画の策定率は中小規模の水道事業体を中心に
依然として低い状態にある。 

 東日本大震災の経験や新たに得られた知見を踏まえる必要がある。 
 H26年度に水道の耐震化計画等策定指針検討会を設置し、当該指針

の構成や耐震化推進に関する事項について検討し、その結果を踏ま
え 、H27年6月、「水道の耐震化計画等策定指針」を改定した。 

「水道の耐震化計画等策定指針」の改定について 

257

196

45

9

13

520

48

700

158

12

2

2

874

44

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万人未満

５万人以上25万人未満

25万人以上50万人未満

50万人以上100万人未満

100万人以上

水道事業全体

水道用水供給事業

計画あり

計画なし

（人数は、現在給水人口）

（記載内容の充実） 
 被害想定方法や地震対策等の内容と津波対策や広島市等の土砂災害を踏まえた水害対策の内容を充実。 
（記載方法の工夫） 
 ポイントを枠線で囲み直下に【解説】として説明を記載、策定フロー図や用語の説明等を追記する等、わかりやす

く。 
（計画策定の容易化） 
 耐震化計画の検討事項は多岐に渡るため、まずは項目を選んで計画策定して良い旨を明記した。 
  （耐震化方針を取り込んだ更新計画、地震対策の一部を対象とした計画でも良い等） 
 耐震化計画未策定の事業者でも自ら作業できるように検討ステップ数に応じて3タイプの「耐震化計画策定ツール」

を作成し、その「ツールの解説と計画事例」を冊子にまとめた。 
 耐震診断の指針・基準のリストや他の事業等の耐震化計画事例等を「資料編」にとりまとめ、作業従事者への便宜を

図った。 

主な改定内容 

 作業人員の確保が困難な中小水道事業体に向けた技術的支援にも配慮した。計画未作成の事業体においては、即時、
作業着手に努められたい。 

  → 全国的に耐震化計画策定率を向上させることで、着実な水道施設の耐震化を促進させる。 

改定の狙い 

 水道の耐震化計画等策定指針の改定 
【基幹管路における耐震化計画策定状況】 
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地震対策 被害発生の抑制 施設の耐震化 水源の耐震化等 

（耐震化） 構造物等の耐震化 

設備の耐震化 

管路の耐震化 管路の耐震化 

管路付属設備の耐震化 

水管橋等の耐震化 

給水装置等の耐震化 給水装置等の耐震化 

影響の最小化 施設のバックアップ 
機能の強化 

施設の複数化 

浄水の確保 

停電対策 

管路のバックアップ 
機能の強化 

系統連絡管等の整備 
複数系統管、連絡管、ループ管等 
の整備 
配水ブロック化、バルブ適正配置 

給水の継続 浄水薬品、燃料等の確保 

二次災害の防止等 構造物、地盤対策 

薬品注入設備対策 

斜面配管対策 

消火用水の確保 
応急対策 

地震対策の体系(1/2) 
耐震化対策 
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地震対策 復旧の迅速化 応急復旧の迅速化 復旧優先順位の設定 

（応急復旧対策） 復旧が行い易い給水装置の整備 

情報管理設備の整備 情報管理システム等の整備 

監視制御設備の整備 

応急復旧体制の整備 復旧作業人員の確保 

復旧資機材の確保 

応急給水の充実 応急給水施設の整備 運搬給水基地の整備 

（応急給水対策） 拠点給水施設の整備 

仮設給水場所の設定等 

応急給水体制の整備 給水作業人員の確保 

給水車、給水資機材の確保 

危機管理体制 
の強化 

活動体制の整備 初動体制の整備 

受援体制等の整備 

関係機関・住民との連携 

情報連絡体制の整備 通信設備、情報連絡体制の整備 

広報・広聴体制の整備 

防災計画・訓練 ＢＣＰ、応急活動マニュアル 
の策定 
防災訓練の実施 

応急対策 

地震対策の体系(2/2) 
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（出典：水道の耐震化計画等策定指針の解説（H20.10）、P6.を基に水道課にて作成） 

病院 

学校 

配水池 
浄水場 

給水拠点 

Ｍ 

Ｍ 

給水拠点 

Ｍ 重要給水施設水道管路 
（配水枝管） 

伸縮可とう継手 

基幹管路（配水本管） 

浄水場 

基幹管路（配水本管） 

（配水枝管） 

基幹管路 
（送水管） 

基幹管路 
（導水管） 基幹管路（送水管） 

基幹管路（配水本管） 

（配水枝管） 

（配水枝管） 

（配水枝管） 

（配水枝管） 

基幹管路（配水本管） 

基幹管路（配水本管） 

（配水枝管） 

送水の多系統化 

配水ブロックシステム 

他系統との連絡管 

：優先的に耐震化する必要がある管路 

水道システムとしての耐震化のイメージ図 

：優先的に耐震化する必要がある施設 
水源水質の汚染対策 
土堰堤の診断・補強 
（2次災害防止） TM/TCによる遠方監視制御 

通信手段の多様化 
自家発等の整備 
受電の複数化 

制水弁間隔の適正化 

耐震管への布設替 
軟弱地盤対策 

給水装置の耐震化 
メータ、止水栓位置の変更 

配水幹線のループ化 

石綿セメント管・鋳鉄管の布設替 

管路付属設備の補強 
制水弁位置の適正化 

モニタリング設備の設置 

緊急遮断弁 
（水の確保） 

幹線の耐震化 

配水池の大容量化 
（復旧作業用水の確保） 

用水供給事業から受水 
隣接事業体との連絡管 
（バックアップ） 

構造物の診断･補強 
設備の補強 

84 



４）水安全計画策定 
  ガイドラインの提供等 
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【その他の課題（水質）への対応】 



86 

 WHO飲料水水質ガイドライン提唱の水安全計画は、開発
途上国も含めたあらゆる水供給システムに適用可能とな
るよう規範的なもの 

 日本の水道システムは、適正な浄水処理、配水システム
及び定期的な水質検査等、すでに一定の安全は確保さ
れ清浄な水が供給されている 

 日本における水安全計画は、供給水の安全性をより一層
高める統合的な水質管理のための計画として活用していくこ
とが適当である。 

●策定のための『水安全計画策定ガイドライン』をとりまとめ通知（H20.5月） 
 →水道システムに関する危害評価の実施 

  水安全計画の策定 又はこれに準じた危害管理の徹底 
 （Ｈ23年度頃までを目途に） 

● 『水安全計画ケーススタディ』を水道事業体等に送付（H20.9月） 
● 『水安全計画作成支援ツール』を水道課のウェブページに掲載（H20.12月） 

日本における水安全計画 
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策定促進に向けた国の取組 

 水安全計画未策定理由：人手不足、他の検討を
先行、認知不足、策定手順が複雑 

 安全な水供給のための施設や管理方法の検討に
あたり、水源リスクを把握することが必要。 

 水安全計画の策定手法が有効だが、策定率は１
割。（平成２６年３月末時点） 

 リスク把握や水安全計画策定の負担感が大き
く、効率化が必要。 

作成支援ツール簡易版の開発、公表（平成27年６月） 

中小規模の水道事業者等
を念頭においた水安全計
画策定支援方策が必要。 

地域水道ビジョンへの位置づけ 

 水道事業ビジョンの「推進する実現方策」において、「安全」分野の戦略的アプローチ
の基本的な取り組みの必須事項に、水安全計画の策定を位置づけ。 
 水道事業ビジョン作成の手引き  （平成26年3月19日付け健水発0319第4号） 

 都道府県水道ビジョンにおいて、都道府県内の水道事業者等の水安全計画の策定
状況とりまとめ。 
 都道府県水道ビジョン作成の手引き （平成26年3月19日付け健水発0319第3号） 

水安全計画策定の促進 
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 中小事業者でも取り組めるような「水安全計画作成支援ツール簡易版」の普及等により、水安全計
画の策定を支援・推進するとともに、水安全計画に準じた危害管理の取組を促す方策を検討 

 水源から給水栓に至る統合的な水質管理の実現のため、水安全計画の策定を推進し、その実効
性の向上を図る。 

水安全計画導入による水質管理促進 

今後の取り組み 

 平成20年５月｢水安全計画策定ガイドライン｣を通知  

９月「水安全計画ケーススタディ」の・配布（浄水処理プロセスごとに４ケース作成） 

12月「水安全計画作成支援ツール」を公開 

 平成25年度 

• 中小事業者の先行事例の収集 
• 中小事業者を対象にケーススタディを実施 

• ｢水安全計画策定ワークショップ｣を開催 

  ※平成26年３月末時点における策定率は、策定中を含めても、全体で１割  
         策定が進まない理由・・・ 策定手順が複雑、人や予算の確保困難、等 

 平成26年度 「水安全計画作成支援ツール簡易版」の開発（平成27年６月公開） 

これまでの取り組み 

新水道ビジョンにおける位置づけ 
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５）．広域化の推進 

【課題３、４、５（職員数の減少、水道料金収
入の減少、施設規模の最適化）への対応】 
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水道事業は、水道法第６条第２項により、“市町村経営が原則”であるとともに、地方財政法第６条に
より、“独立採算が原則”となっている。 

事業収入の約９割を占める水道料金収入は、節水機器の普及や使用水量の減少などの影響により
減少傾向にあり、また今後、人口減少等の影響を受け、益々その傾向は顕著になると見込まれる。 

また、事業を担う職員は、市町村等における定数削減のしわ寄せを受け、行政部局よりも大きな削減
となっており、今後、少子化に伴う生産年齢人口の減少により、より確保が難しくなると見込まれる。 

一方で、高度経済成長期に建設した水道施設が耐用年数に達し、今後それら施設の更新・耐震化が
急務となっており、それら事業の実施に必要な資金、人員の確保が必要である。 

 

 

 

  

水道広域化の必要性 
現状と課題 
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（出典）年間有収水量及び給水収益の実績：水道統計

将来有収水量：厚生労働省水道課が「新水道ビジョン（平成25年3月）」の策定にあたり推計。

有収水量及び料金収益の実績と見通し
ピーク 2000年

142億m3

2060年

81億m3

現在より

約４割減少

2012年

133億m3

地方公務 
員全体 

水道関係 
職員 

Ｈ ７ 328万人 67,867人 

Ｈ２２ 277万人 48,206人 

増減率 －15.5％ －29.0％ 

地方公務員全体より 
      約２倍の減少 
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有効な対策手段の１つが、水道事業の広域化 



水道広域化の類型化 

垂直統合型 水平統合型 弱者救済型 

形態 ・用水供給事業と受水末端事業と
の統合（経営統合を含む） 

・複数の水道事業による統合 
（経営統合を含む） 

・中核事業による周辺小規模事業
の吸収統合（経営統合を含む） 

メリット 

・既に施設が繋がっているため、
施設の統廃合を行いやすい。 

・末端事業が所有する水源や浄
水場等の廃止が可能。 

・施設統廃合に伴う事業費の削減
により水道料金上昇を抑制。 

・水源から蛇口までを一元的に管
理でき、安全度が向上。 

・経営資源の共有化。 

・規模の拡大に伴い、業務の共
同化や民間委託の範囲拡大な
ど効率的な運営による効果が
大きい。 

・施設統廃合に伴う事業費の削
減により水道料金上昇を抑制。 

（中核事業） 
・中核事業体としての地域貢献 

（小規模事業） 
・水道料金の上昇を抑制。 
・給水安定度の向上 
・事業基盤が安定 

デメリット 

・給水安定度向上のためには、末
端間の連絡管整備が必要となり、
事業費の増大となる場合がある。 

・地理的条件から施設統廃合が
できない場合に、統合によるメ
リットは少なくなる。 

・水道料金上昇が伴うと、複数の
事業体による料金決定が困難
になる場合がある。 

（中核事業） 

・給水条件の悪い事業を統合する
場合は、経営的な負担が増す。 

（小規模事業） 

・統合に伴う施設整備費の負担が
発生。 

・出資金や借金の清算等、広域化
にあたり一時的な財政負担が発生。 

主な事例 
・岩手中部地域、 ・中空知地域 
・淡路地域 

・埼玉秩父地域 
・群馬東部地域 

・北九州市 

• 老朽化施設の更新・耐震化を実施するのに必要な資金と人材の確保といった課題に対する、有効な
対策手段の一つに広域化が挙げられる。 

• これまでの広域化実施事例を類型化すると、概ね以下の３パターンに整理される。 
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垂直統合型の事例（岩手中部地域） 

○岩手中部地域の概要 

• 岩手中部地域（2市1町）は、岩手県のほぼ中央部に位
置し、北上山地と奥羽山脈に挟まれた地域。 

• 地域の行政区域面積は約1,585km2で、県面積の約1割
を占めている。 

• 地域の人口は、平成17年度頃をピークに減少に転じ、
平成24年度実績で228千人となり、県人口の約18％と
なっている。 

事業体名 職員数 
（人） 

給水人口 
（人） 

給水世帯 
（世帯） 

給水面積 
（km2） 

年間有収 
水量（千m3） 

有収密度 
（人/km2） 

管路延長 
（km） 

管密度 
（m/世帯） 

有収率 
（％） 

料金回収 

率（％） 

花巻市 29 93,576 34,535 300.8  9,160  311 1,351.6  39 75.7 89.8 

北上市 25 92,945 35,056 252.5 8,684 368 934.6  27 87.3 97.8 

紫波町 11 32,004 10,673 104.6 2,858 306 416.0  39 79.4 93.2 

岩手中部（企） 14 － － － － － 65.1  － 99.5 133.6 

計 79 218,525 80,264 657.9 20,702 332 2,767.3  34 － － 

全国平均 － － － － － 1,294 － 13 90.1 99.6 

○岩手中部地域の水道事業の概要 

• 岩手中部地域の3水道事業、1用水供給事業は、北上川水系のダ
ム、河川水及び地下水を水源とし、普及率は96.1％となっている。 

• 有収密度は全国平均の1／4程度、管密度は約2.6倍であり、広大な
面積に比して人口が少なく、収益性では不利な事業環境。 

• 平成26年4月に事業統合を実施。健全な事業運営に向けた、運営
体制の整備や施設の再構築に取り組んでいる。 

（出典）水道統計（平成２４年度） 

【 家庭用　13mm 】 （税抜き、円）

基本
水量

基本料金 従量料金
メーター
使用料

月20m3

使用料金

花巻市 8m3 1,417 180 - 3,577

北上市 - 700 135 - 3,700

紫波町 8m3 1,320 180 110 3,590

【 一般用　13mm 】 （税抜き、円）

基本
水量

基本料金 従量料金
メーター
使用料

月20m3

使用料金

岩手中部 - 700 120 - 3,650

※花巻市及び紫波町においては平成30年3月まで激変緩和措置あり

料金体系の統一

事業体名 
経年化 

率 
更新率 

耐震 
適合率 

取水 
施設数 

浄水場 
数 

花巻市 1.0 ％ 0.54 ％ 56.8 ％ 21 箇所 20 箇所 

北上市 0.4 ％ 1.45 ％ 39.9 ％ 7 箇所 6 箇所 

紫波町 3.6 ％ 0.81 ％ 42.9 ％ 14 箇所 10 箇所 

岩手中部（企） 0.0 ％ 0.00 ％ 90.1 ％ 1 箇所 1 箇所 

計 － － － 43 箇所 37 箇所 

全国平均 10.5 ％ 0.79 ％ 34.8 ％ － － 

※取水施設数及び浄水場数には、予備を含む。 
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垂直統合型の事業面・経営面の効果（岩手中部地域） 

93 

① 施設再構築（ダウンサイジング）による事業費の縮減により、供給単価の高騰を抑制 

単独更新等費用 402億円 
（市町負担分    396億円） 

統合に伴う施設再構築 
（新浄水場建設、バイパス管整備等） 

統合後の更新等費用 415億円 
（市町負担分        194億円） 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

単独 統合
人件費 減価償却費 支払利息

事業費（市町負担） 企業債元利償還金 一般会計（市町負担）

（百万円） 統合により10年間（H24～36）で

２０９億円の費用削減が可能

180

200

220

240

260

280

300

320

340

360

22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50

統合

北上市単独

花巻市単独

紫波町単独

（円） 供給単価の予測 ダウンサイジングにより全体の原価が下がるた
めに、水道料金の値上げ幅を抑制できる。 
 ・補助金の活用による負担額の削減（202億円） 
 ・支払利息の削減（37億円） 
 ・効率的な運用による維持管理費等の削減、等 

資金力の確保が図れ、集中投資が可能になる
など、事業計画が柔軟に執行できる。 

② 水資源の共有化による不安定水源の廃止 

③ プロパー職員の確保による技術基盤の安定化 

• 不安定水源である地下水源を廃止することで、管理費及び
更新費用を削減できる。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広域化した

場合

広域化しない

場合

安定水源（表流水・地下水）

93.2%

安定水源（表流水・地下水）

71.1%

不安定水源（地下水、

予備水源） 6.8%

不安定水源（地下水、

予備水源） 28.9%

水源の安定化 

（出典）「岩手中部水道広域化事業計画」を基に作成 



全体の６割が広域化の必要性を理解するものの、広域化の取組（検討）を行っているのは２割程度。 

阻害要因としては、料金や財政状況、施設整備水準等の事業体間格差が課題となっている。 

事業体自身が広域化検討の契機を捉えられない状況にあることから、広域化の足掛りを与える推進
役として都道府県の積極的な関与が望まれる。 

・ 現在、広域化に向けた取組

（検討）を行っていない事業
体が、全体の約７割。 

・ 広域化の必要性を感じつつ
も、 全体の約５割が、広域化

に向けた取組（検討）予定が
ないとしている。 

広域化に向けた取組（検討）状況 

・ 広域化に取り組んでいない

事業体では、料金格差など
事業体間の格差が、検討を
進めるにあたっての阻害要
因と感じている。 

・ 一方、特に理由はない及び

メリットが不明とする意見が
あり、広域化を検討しようと
する動機を見出せない事業
体も見られる。 

広域化検討の阻害要因 

検討を進める上で重要な点 

  

広域化の推進役 
都道府県の取組状況 広域化に取り組んでいない

事業体が考える阻害要因 

5.2%

広域化

取組（検討）中
15.1%

検討したが取組

未開始又は断念
13.0%

今後検討

したい
13.0%

必要性は

感じるが

取組予定なし

17.8%

検討予定なし

28.8%

その他

7.0%

広域化

実施済み

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要性は感じるが

取組予定なし

今後検討したい

検討したが取組

未開始又は断念

広域化取組・検討中

広域化実施済み

首長等のリーダーシップ不足 調整役（都道府県等）の介在 担当者のがんばり

各自治体の理解・合意 広域化の大義一致 その他

・ 広域化に向けた事業体の機運や要請がないとの意見
が見られるが、都道府県の積極的な関与が望まれる。 

都道府県
51.0%大規模

事業体
31.7%

小規模

事業体

1.2%

事業体の

規模は

関係なし
12.6%

その他
3.6%

取り組ん

でいる

44.2%

現在、

取り組ん

でいない

55.8%

施設整備

（管理）水準

の格差
14.3%

料金・財政

の格差
27.7%

広域化に対

する考え方・

目的の相違
9.0%

特に理由なし
23.1%

その他（メリッ

ト不明等）
25.9%

（出典） 「水道事業の統合と施設の再構築に関する調査（官民連携及び広域化等の推進に関する調査）」 厚生労働省水道課 

水道広域化が進まない要因 
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６）官民連携の推進 

【課題３（職員数の減少）への対応】 
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水道分野における官民連携推進協議会の模様 
（グループディスカッション 仙台会場） 

地方公共団体及び民間事業者等への働きかけ 

官民連携の推進 

96 

水道事業における官民連携手法 

手法 内容 

個別委託 
（従来型業務委託） 

○民間事業者のノウハウ等の活用が効果的な業務についての委託。 
○施設設計、水質検査、施設保守点検、メーター検針、窓口・受付業務など多

岐にわたる。 

包括委託 ○従来の業務委託よりも広い範囲を一括して委託。 

第三者委託 ○浄水場の運転管理業務等の水道の管理に関する技術的な業務について、水
道法上の責任を含め委託。 

PFI ○公共施設の設計、建設、維持管理、修繕等の業務全般を一体的に行うもの
を対象とし、民間事業者の資金とノウハウを活用して包括的に実施する委託。 

公共施設等運営権方
式（コンセッション方
式）※PFIの一類型 

○水道資産を自治体が所有し、自治体と民間企業の契約により、民間企業が
水道事業の運営権を獲得する制度。 

○水道分野における官民連携推進協議会の開催  
 PFIを含む多様な連携形態に関する最新動向の説明や情報交換等を行うことにより、
官民連携推進を図るため、水道事業者と民間事業者が一堂に会する「水道分野にお
ける官民連携推進協議会」を、平成22年度から全国各地で毎回約100～200名の出席
者のもと開催。 

○「水道事業における官民連携に関する手引き」の作成（平成26年3月） 

○水道技術管理者研修の開催（平成26年11月） 



７）ダウンサイジングの推進 

【課題５（施設規模の最適化）への対応】 
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 従来の維持・拡大路線から脱却し、現有施設の有効活用 

 関係事業者との連携により、連絡管や共同浄水場、配水池など広域での運用形態を活用した水道
システムの構築 

 施設再構築を契機とした取排水系統の再編や浄水処理の高度化、送水施設のバックアップの確保 

 今後のまちづくりの方向性（コンパクト化）をも考慮に入れ、施設を効率的に再配置 

水道施設の再構築に向けた取組検討 

再 
構 
築 

【拡大安定期 ⇒ 縮小再編期】 【施設再構築（集約化・効率化】 

 これまでの水道施設は、新規又は拡張のため、将来の最大値に向けて整備されてきた。 

 一方、日本の人口は減少に転じ、もはや水需要の伸びが見込める状況にはない。 

 今後、水道施設の更新を進めるにあたっては、ダウンサイジングを踏まえた、強靱で、省エ
ネ、省コストに配慮した持続的な施設の再構築が必要。 

水道施設の再構築（集約化・効率化） 
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効
果 

流域連携（神奈川県事例） 

神奈川県内水道事業検討委員会： 

神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市、神奈川県内広域水道企業団の５事業者を対象とし
て、将来（概ね30 年後）の県内水道事業のあるべき姿の構想を取りまとめた。 

浄水場の統廃合（15 箇所から8～9 箇所へ）により、将来
の水需要に合わせた適正な規模への縮小や、事故・災害
時にバックアップが可能な施設配置、ＣＯ2排出量の削減
を目指した上流取水など、５事業者の水道システムの再
構築を図っていく 

水道施設の共通化・広域化 
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８）多様な手法による 
  給水の検討 

【課題６（過疎地域）への対応】 
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 急速な過疎化による給水量の減少や小規模
集落の散在等により、地理的に水道の普及が
難しい地域又は今後水道の持続が困難な地域
が顕在化している 

 

 新水道ビジョンにおいて、新たな手法による衛生的な水の供給の在り方
についても検討する必要があるとしている。 

 具体的には、水道施設又は配水池等の拠点から給水車による浄水の運
搬や移動式車両による浄水の給水方法が考えられる。 
  

小規模集落への配水管による給水イメージ 小規模集落への給水車よる給水イメージ 

新たな手法を適用した場合
の給水形態 

浜松市での断水家屋への生活用水宅配サービス 

○全国の新たな手法による衛生的な給水方法のニーズ調査を今後実施予定。 

新たな手法による給水方法 

現状と課題 検討の方向性 

従来の給水形態 
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新たな手法による給水方法（事例紹介） 
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※出典：浜松市 



取組 Ⅲ 

   【課題１、２（管路の老朽化、耐震化の遅れ）対応 

課題３、４、５への対応[広域化の推進]】 
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施設整備費等補助 



 水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に対し、その事業に要する費用の一部を補助することによ
り、安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保する。 

補助･交付対象 

事業実施主体 

補助･交付率 

地方公共団体等 

 １．簡易水道等施設整備費補助 
   ・布設条件の特に厳しい農山漁村における簡易水道の整備事業 
    
 ２．水道水源開発等施設整備費補助 
   ・ダム等の水道水源施設整備事業 
   ・水源水質の悪化に対処するための高度浄水施設整備事業 
     
 ３．生活基盤施設耐震化等交付金 
   ・水道施設及び保健衛生施設等の耐震化事業等 

※ 簡易水道事業・・・給水人口101～5,000人の水道事業 
     上水道事業  ・・・給水人口5,001人以上の水道事業   

事業概要 

 平成26年度補正予算 250億円 
 平成27年度当初予算 305億円 

新 

国：  1/2、1/3、1/4等 
 ※ 地方公共団体の財政力指数、事業内容によって補助率は異なる。  

水道施設整備費（厚生労働省） 
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水道施設整備事業の概要 
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生活基盤施設耐震化等交付金（新設分） 
 

水道施設整備費補助 

○簡易水道等施設整備費補助 

 ・水道未普及地解消事業 

 ・簡易水道再編推進事業 

 ・生活基盤近代化事業 

 ・閉山炭鉱水道施設整備事業 

 

○水道水源開発等施設整備費補助 

 ・水道水源開発施設整備費 

 ・水道広域化施設整備費 

 ・高度浄水施設等整備費 

 ・水道水源自動監視施設等整備費 

 ・ライフライン機能強化等事業費 

 

○指導監督事務費 

 

保健衛生施設等施設・設備整備費補助 

一部 

水道施設整備費補助（既存分） 
○簡易水道等施設整備費補助 

  ・水道未普及地解消事業 

  ・簡易水道再編推進事業 

  ・生活基盤近代化事業 

  ・閉山炭鉱水道施設整備事業 

○水道水源開発等施設整備費補助 

  ・水道水源開発施設整備費 

  ・高度浄水施設等整備費 

○指導監督事務費（都道府県分） 

新 規 制 度 

○官民連携等基盤強化推進事業 

  官民連携の導入に向けた調査、計画等 

 ○水道事業運営基盤強化推進等事業 

  水道事業の広域化に資する施設整備 

○水道施設等耐震化事業 

  水道施設及び保健衛生施設等の耐震化に要する施設整備 

○指導監督交付金（都道府県分） 

現 行 制 度 

交付期限 平成41年度 
水道事業運営基盤強化推進事業
のみ 

保健衛生施設等施設・設備整備費補助（既存分） 
一部 

交付期限 
平成35年度 

生活基盤施設耐震化等交付金対象事業（平成27年度～） 
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 高度経済成長期に整備された水道施設が更新時期を迎えつつあり、今

後、老朽化した施設の更新需要の急増が見込まれる。 

 また、老朽化施設の更新率が年々低下しているとともに、耐震化率･耐震

化適合率も依然低い状況。 

 運営基盤が脆弱な小規模水道事業体が多いことから、水道事業の統合を含めた広域化を推進する。これによ

り、民間事業者の参入を含めた水道施設の効率化や人員体制の集約化を図り水道事業体の運営基盤を強化する

とともに、水道施設の耐震化対策等を推進し、将来にわたり持続可能かつ強靱な水道を構築する。 

耐震化（強靱な水道の構築） 広域化（施設の効率化・経営の安定化） 

持続可能かつ強靱な水道の構築 

【課題】 
◆人口減少に伴う料金収入の減少 
◆施設稼働率の低下 
◆職員の削減 
◆老朽化した施設の増加    など 

【解決策】  
◆複数水道事業体の統合 
  ・民間事業者の活用 
  ・人材（技術者）の確保と適正配置 
◆統合に伴う施設の再配置（施設整備） 

 運営面や技術面の強化など様々な課題
解決については、小規模水道事業体では
対応が困難な状況。 
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給水人口及び給水収益の実績と見通し

（出典）給水人口及び給水収益の実績：水道統計、

将来人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成24年1月・中位推計）

人口減少に伴う

給水収益の減少が

見込まれる

事業統合に伴う水道施設の再構築 

 水道施設の適切な更新・耐震化が

実施されていなければ、安全な水を安

定的に給水できないだけではなく、大

規模災害時等において、断水が長期

化することにより、市民生活に甚大な

影響を及ぼす。 東日本大震災における
継手離脱 

大規模な漏水事故 

国土強靱化アクションプラン2014 
 ・耐震化の推進  
   基幹管路耐震適合率  Ｈ24年度末 34％ → Ｈ34年度末 50％ 
 ・基幹管路、断水の影響が大きい施設、重要度の高い施設（病院や避難
所など）の優先的な耐震化 

施設の計画的な更新や耐震化による強靱な水道の構築が急務 

◆更新率       Ｈ13年 1.54％ → Ｈ25年 0.79％ 

◆耐震化適合率  Ｈ24年 33.5％ → Ｈ25年 34.8％ 
管路 

◇ 地方公共団体等（都道府県、市町村、一部事務組合等）が整備を行う、水道施設の耐震化等を推進するため、地方公共団体に
とって自由度が高く、創意工夫を生かせる交付金を創設。 

◇ 都道府県が取りまとめた水道施設等の耐震化・広域化に関する事業計画に基づき耐震化対策等に要する経費を一体的に支援。 

生活基盤施設耐震化等交付金 
 平成26年度補正予算 215億円 
 平成27年度当初予算  50億円 
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水道事業運営基盤強化推進事業 

県内をＡ～Ｄの４圏域を設定済 

○○県水道ビジョン 

Ａ圏域 

Ｂ圏域 

Ｃ圏域 

Ｄ圏域 

Ａ圏域を広域化する場合 

Ｅ町 

Ｆ市 

Ｈ市 

Ｇ町 

Ｉ 村 

・・・資本単価９０円以上 

Ｅ町 
交付額 

Ｈ市 
交付額 

Ａ圏域の運
営基盤強化
等に要する
事業費 

 

上限 

広域化事業 
＜事業開始時より交付＞ 

運営基盤強化等事業 
＜広域化後より交付＞ 

広域化に資
する事業に
交付 

Ａ圏域全体の耐震
化、水道施設の統
廃合等に充てるこ
とが可能 

圏域内の広域化事業の交付額を、圏域
内における運営基盤強化等事業の交付
上限額とする 
 
 
・現行の水道施設整備費の補助対象と  
 なっていない水道事業体にインセンティ 
 ブを与えることにより、広域化に向けた 
 取組を加速 
・圏域全体の耐震化率等を上げることで 
 強靱で持続可能な水道を構築 

交付額の考え方 
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27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 

水道事業運営基盤強化推進事業 

交付期間の考え方 

・平成３６年度までに着工した事業を対象とし、交付期限は平成４１年度とする。 
・生活基盤施設耐震化等交付金における水道事業運営基盤強化推進事業は資本単価要件等を満たしている事業 
 体に対する「広域化事業」と広域化した圏域全体に対する「運営基盤強化等事業」から構成される。 
・「広域化事業」は事業開始時より対象事業体へ交付し、「運営基盤強化等事業」は広域化後より交付する。 
・「広域化事業」の事業開始後５年以内には広域化を実現することとし、全体計画は原則１０年間とする。 

交付期間のイメージ 

＜ケースⅠ＞ 平成２７年より広域化事業を開始し、平成３１年より広域化した場合 
＜ケースⅡ＞ 平成３３年より広域化事業を開始し、平成３８年より広域化した場合 
＜ケースⅢ＞ 平成３６年より広域化事業を開始し、平成４０年より広域化した場合 

ケースⅠ 

･･･広域化事業交付期間 

･･･運営基盤強化等事業交付期間 

ケースⅡ 

ケースⅢ 

交付期限 申請期限 

※生活基盤施設耐震化等交付金における広域化とは事業統合又は経営の一体化とする 
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○ 広域化（事業統合）実施済み （水道広域化促進補助の採択事業） 

群馬東部地域 
・太田市、館林市、みどり市等３市５町の水平統合 
・Ｈ２５年１０月、「群馬県東部水道事業の統合に関する基本協定書」を締結 
・Ｈ２８年４月に事業統合（予定） 

秩父地域 
・秩父市、横瀬町、小鹿野町、皆野・長瀞上下水道組合の水平統合 
・Ｈ２７年３月、「秩父地域水道事業の統合に関する覚書」を締結 
・Ｈ２８年４月に事業統合（予定） 

君津地域 
・木更津市、君津市、富津市及び袖ヶ浦市の水平統合＋君津広域水道企業団との経営統合 
・Ｈ２８年度中に事業統合（予定） 

大阪広域水道企業団 
・四條畷市、太子町、千早赤阪村との垂直統合（経営の一体化） 
・Ｈ２６年４月、「水道事業の統合に向けての検討、協議に関する覚書」を締結 
・Ｈ２９年４月に事業統合（予定） 

香川県 
・Ｈ２６年１０月、県及び１６市町は「広域化方針」を了承 
・Ｈ２７年４月、広域水道事業体設立準備協議会を設置 

宇部市・山陽小野田市 
・Ｈ２７年６月、「水道事業広域化検討委員会」を設置 
・Ｈ２７年度末をめどに、広域化基本計画を作成する予定 

水道広域化に向けた主な取組状況（事例①） 

宗像地区 
・宗像地区事務組合、宗像市、福津市の垂直統合 
・Ｈ２２年４月 事業統合 

伊賀市 
・伊賀市、三重県伊賀水道用水供給事業の垂直統合 
・Ｈ２２年４月 事業統合 

北九州市 
・水巻町との水平統合（区域拡大） 
・Ｈ２４年１０月 事業統合 

岩手中部地域 
・岩手中部広域水道企業団、北上市、花巻市、紫波町の垂直・水平統合 
・Ｈ２６年４月 事業統合 

○ 広域化（事業統合）に向けて取組中 

110 



水道広域化に向けた主な取組状況（事例②） 

○ 広域連携（施設の共同化など） 

北奥羽地区水道事業 
協議会 

・青森県南及び岩手県北の２１事業体による広域連携 
・施設、水質データ管理、施設管理及び料金等システムの共同化を実施 
・Ｈ２７年４月から順次、運用開始 

神奈川県内水道事業 
5事業体 

・神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市及び神奈川県内広域水道企業団による広域連携 
・Ｈ２２年８月、水道施設や水質管理体制の中長期的な目標など今後の水道事業のあり方に

関する「神奈川県内水道事業検討委員会報告書」をとりまとめ。 
・Ｈ２７年４月、「広域水質管理センター」を設置。 

奈良県 
・県内の全ての水道を「県域水道」として水道資産（施設、人材、財務、技術力等）の最適化を

図る「県域水道ファシリティマネジメント」を実施 

北九州市 

・Ｈ２６年２月、水道事業運営が困難となりつつある宗像地区事務組合から、包括業務委託の
受託について検討依頼を受理。 

・Ｈ２６年１１月、「宗像地区事務組合水道事業包括業務委託に関する基本協定」を締結。 
・Ｈ２７年１０月、宗像地区水道事業の代替執行に関する規約の議決。 
・Ｈ２８年４月に受託開始（予定）。 

・Ｈ２６年１２月に中間市、岡垣町と人的、物的支援を行う応援協定を締結。 

沖縄県 
・沖縄本島及び本島周辺離島８村の広域連携 
・Ｈ２６年１１月、水道広域化へ基本合意 （第１段階：水道用水供給範囲の拡大） 

111 



（参考）下水道事業の取組 
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１．財政・人材の制約の中で、平常時・非常時共に最適な下水道機能・サービスを持続的に提供していく取組方策 

２．都市部における住民の生命・財産や経済活動を守るための浸水対策のあり方と取組方策 

３．水・資源・エネルギーの観点から、環境にやさしい地域・社会づくりに向けた推進方策 

４．我が国産業の国内外における事業展開を推進していくための方策 

審議事項 「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」 

新しい時代の下水道政策のあり方について 【答申】 概要（平成27年2月） 

人口減少の進行 

地震・津波・局地的集中豪雨等、災害の激甚化 

地方公共団体の厳しい財政状況・執行体制 

成長戦略への転換 

インフラメンテナンスの推進 

国際的な水インフラ需要の増大 等 

◆下水管渠に関する維持・修繕基準の設定 

◆新規整備中心の計画から維持管理等も含めた計画への拡充  

◆施設・経営情報等に係る下水道全国データベースの構築 

◆複数の地方公共団体における広域化・共同化を促進するための協議会設置 

◆地方公共団体の執行体制を強化するため、多種多様な補完制度の確立 

◆日本下水道事業団による地方公共団体への支援機能の充実 

◆災害時の緊急的な維持修繕を行うための災害支援協定の締結 

社会資本整備審議会 

１．平常時・非常時における最適な下水道機能・サービスの持続的提供 

事業環境の大きな変化 

○新規整備に加え、予防保全を軸とした維持管理・改築等までを一体的に管理 
○大規模災害時においても、ライフラインとしての最低限の機能やサービスを継

続するため、ハード、ソフト対策を組み合わせたクライシスマネジメントを促進 

（施策の考え方） 

（具体施策） 

◆民間による雨水貯留浸透施設の設置、下水道管理者による民間雨水貯留 

 施設の管理の促進 

◆内水浸水想定の作成や管渠内水位情報を水防管理者等に周知する制度の 

  導入 

◆雨水排除に特化した公共下水道の実施 

◆管渠内水位の観測データ等、浸水に係る情報基盤の整備を推進 

○局地的集中豪雨の頻発化等に対する適応策として、地域の状況に対応した下
水道施設の整備を進めるとともに、民間企業、住民等が一体となったハード、ソ
フト対策により、浸水被害を最小化するための効果的・効率的な対策を促進 

（施策の考え方） 

（具体施策） 

◆従来の水質環境基準の達成に加え、地域の要望に応じた目標設定等、    
流域別下水道整備総合計画の拡充 

◆下水汚泥の処理にあたって、減量化のみならず、エネルギー利用等の再生 
 利用に関する下水道管理者の責務の明文化 
◆下水熱利用促進のため、民間事業者による下水管渠内への熱交換器の設置

に関する規制緩和 
◆雨水・再生水の計画的な活用を推進 

３．環境にやさしい地域・社会づくり 

○豊かな水環境を実現するために、下水処理場において能動的かつ効率的な
水質・エネルギー管理を図るとともに、下水道施設を水・資源・エネルギーの
集約・供給拠点とするため、下水汚泥・熱等の利用を促進 

（施策の考え方） 

（具体施策） 

◆整備、維持管理等を含めた計画の作成、公表による下水道事業の        
「見える化」の促進 

◆先進的な地方公共団体の支援等によるPPP/PFIの推進  
◆新技術の開発・普及に向けた、中期的な下水道技術ビジョンの策定等 
◆本邦優位技術の国際標準化等による水ビジネス国際展開の促進0 

４．民間企業の国内外における事業展開 

○下水道産業の発展のため、民間企業の事業展開に係わる環境整備を図り  
つつ、PPP/PFIを促進するとともに、世界の水問題解決への貢献や水ビジネス
の国際展開を促進 

（施策の考え方） 

（具体施策） 

２．都市部における浸水被害の軽減 

主な施策の概要（国として早急に実施すべきものを含めて概ね５年間以内を目途に講ずべき施策） 
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 自治体が実情に 
 合わせて選択でき 
 る下水道事業の 
 執行体制の支援策 
 の充実 

改正の概要 □：日本下水道事業団法改正 ◇：下水道法改正 

◇下水道の維持修繕基準を創設 

 ［政令で定める基準の具体の内容］ 

   ・機能維持のための点検や清掃等 

   ・管渠のうち、腐食のおそれのある箇所に 

   ついて５年に１回以上の頻度で点検 

   ・異状判明時の詳細調査、修繕等 
 
◇事業計画の記載事項として 

 点検の方法・頻度を追加 

 

調査技師 

管口テレビカメラ 

運転手（一般） 

調査助手 調査作業員 

管口テレビカメラ 

〈管渠の点検例〉 下水管渠の腐食等 
に伴う道路陥没 
が多発 
→ 年間約4000件 

下水道の計画的な 
維持管理を推進 

自治体の 
下水道事業の 
執行体制が脆弱化 

課 題 方向性 

＜記載イメージ＞  
 Ａ 処理区における圧送管吐出部 Ｂ箇所：５年に１回、管内目視等による点検 
 Ｃ 処理区における伏越し下流部  Ｄ箇所：５年に１回、管口テレビカメラ等による点検 

 
◇協議会制度を創設 （構成員は協議結果を尊重） 
 

  → 市町村、都道府県等が、下水汚泥処理の共同化、維持管理 

     業務の一括発注等について検討する場として法定化 

  →  下水道事業の広域化・共同化を促進し、 

     自治体の下水道事業の執行体制を強化 
 

 □日本下水道事業団の支援策の充実 

  → 自治体の要請に基づき、高度な技術力を要する管渠の更新、    

     管渠の維持管理等を実施できるよう措置（発注、監督管理等） 

  →  自治体の議会の議決に基づき、自治体の業務を代行できる 

     よう措置 （道路占用許可申請,公共ます設置のための測量等を実施） 

      （併せて、事業団が、補助事業として直接実施できるよう、予算上措置） 
   
 ※ 日本下水道事業団 … 47都道府県が出資する地方共同法人 

           技術者の不足する自治体を支援する目的で設立 

下水管渠の点検を 
計画的に実施して 
いる自治体の 
割合は約2割 

※ 道路法、河川法等では創設済み 

持続的な下水道機能の確保 
＜下水道法・日本下水道事業団法の一部改正＞ 

 
 10年間(H14→H24)で 
 ・ 全国の下水道技術職

員は 約2割減少。 
 ・ 下水管渠延長は 
  約2.5割増加 (約36万

km→約45万km) 
 
  下水道事業を実施する 
  約1,500団体のうち、 
  下水道担当職員が5人 
  未満の市町村は約500 
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【改正下水道法（抄）】 
（公共下水道の維持又は修繕）  
第七条の二 公共下水道管理者は、公共下水道を良好な状態に保つように

維持し、修繕し、もつて公衆衛生上重大な危害が生じ、及び公共用水域の
水質に重大な影響が及ぶことのないように努めなければならない。 

２ 公共下水道の維持又は修繕に関する技術上の基準その他必要な事項は、
政令で定める。 

３ 前項の技術上の基準は、公共下水道の修繕を効率的に行うための点検及
び災害の発生時において公共下水道の機能を維持するための応急措置
の実施に関する基準を含むものでなければならない。 

維持修繕基準の創設 

政省令で定める具体的基準のイメージ 

   ・機能維持のための点検や清掃等 

 

   ・管渠のうち、腐食のおそれのある箇所について

５年に１回以上の頻度で点検 

 

   ・異状判明時の詳細調査、修繕等 

  

   ・応急措置のための非常用発電機の確保等 
 

※ 道路法、河川法等では創設済み 

吐出しマンホール

圧送管

ポンプ場

流れ方向

自然流下管きょ

硫化水素
ガス放散

Ｐ
溶存硫化物生成

酸素供給

硫化水素
ガス放散

腐食箇所圧送管吐出し先 

自然流下管きょ

溶存硫化物生成

伏越し

伏越しマンホール
（下流）

硫化水素
ガス放散

流れ方向

汚泥堆積

腐食箇所伏越し下流部 

※出典：下水道管路施設腐食対策の手引き（案）  

     （日本下水道協会） 

腐食の発生しやすい箇所の例 

換
気

 

調査技師 

管口テレビカメラ 

運転手（一般） 

調査助手 調査作業員 

管路施設のテレビカメラ調査

 
テレビカメラ 

マンホール目視調査

○テレビカメラ調査は内径150㎜以上800㎜未
満の管渠や、内径800㎜以上の管渠で流量

が多い場合や危険性ガスが予測される場合
等、調査員が管渠内に入ることが不可能な
場合に実施する。

○マンホール蓋及びその周
辺状況、マンホール内部
を目視により調査する。

テレビカメラ車テレビカメラ

管口カメラ調査

○調査員がマンホール内に直接入らず、地上からビデオカ
メラをマンホール内に挿入し、管渠内の状況を確認する。

点 検（異常の有無の把握） 調 査（異常の程度の把握）

下水管渠の「点検」と「調査」 
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